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要 望 書

平成２２年度診療報酬改定においては、急性期医療を中心とした報酬増改定が

行われ、病院を中心とした医療崩壊歯止めのための第一歩となりました。

しかしながら、現行の診療報酬、特に入院基本料は根拠に基づいた点数設定と

はなっておりません。今後、さらに質の高い医療を提供するため、下記を要望し

ます。

記

国民に対する医療の安定的な提供のためには、人件費・施設設備費等の横断的

調査、検証による「根拠に基づく診療報酬の算定方式の創設」が必須である。

そのために、診療報酬調査専門組織 医療機関のコスト調査分科会等、専門的な

組織での調査、検証を早急に開始すること。

以上


